
平成１５年度当初予算企画開発部主要施策の概要

◎ 主要事業

事 業 名 金 額(千円) 説 明

１ 北陸新幹線の建設促進

・ 北陸新幹線建設費 １，６４２，７２６ 北陸新幹線建設費負担金
平成 年度石川県分事業費 百万円15 4,928

23.59km区間及び延長 金沢～石動間

・ 鉄道利用促進方策調査検討費 ３，０００ 北陸新幹線開業後に並行在来線の運営主体となる第
三セクターの収支見通しや利用促進方策の調査検討

２ 小松空港の機能充実

・ 国内線利用促進事業費補助金 ８，８００ 既存路線利用促進のためのキャンペーン等の広報活
動、成田便など新規路線の開設促進活動の実施

・ 国際定期便誘致活動事業費補助金 １７，１００ 新たな国際旅客定期便の開設に向けた誘致活動等の
実施
チャーター便利用促進のための広報、通訳者による
インフォメーションコーナーの設置

・ ソウル便活性化対策事業費補助金 ２，０００ 小松～ソウル便の利用促進のための各種事業の実施
国際交流事業に対する助成など

・ 中国便路線開設促進事業費補助金 ２３，０００ 中国（上海）との国際定期路線開設のためのチャー新
ター便運航への助成及び広報

・ 国際貨物便誘致活動事業費補助金 １５，５００ 新たな国際航空貨物定期便の誘致活動及び既存貨物
路線の需要開拓
通関量増加対策に対する助成、小松空港プレゼン
テーションなど

・ 小松空港貨物利用促進対策費補助金 ４６，７００ 滑走路重量制限に伴う減収支援など

・ 石川･ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ青年交流事業費補助 １，５００ 石川とﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞの両友好協会が実施する高校生の
金 相互派遣事業への助成

・ 小松空港整備事業費負担金 １４３，０９６ 滑走路（仮滑走路）整備に対する県負担

３ 能登空港の開港準備・利活用の推進

・ 能登空港周辺整備費 ３，３４３，１５４ 土地開発公社により先行取得していた土地（緩衝緑
地帯用地）等の取得及び緩衝緑地帯の管理

取得面積：約１２０ｈａ

・ 能登空港開港準備費 ７１，９１３ 能登空港管理体制整備のために必要な備品購入等

・ 能登空港管理運営費 １７８，６９６ 能登空港管理運営に必要な消防・警備等の委託費等

・ 能登空港需要拡大等強化事業費 ２４１，７００ 首都圏に対する開港告知と空港を利用した能登への
冬季誘客促進などに向けた特別広報活動の展開

・ 有楽町能登ふるさと館運営費負担金 ２３，３７６ 首都圏ＰＲセンター「有楽町 能登ふるさと館」の
管理運営費に対する県負担

・ 能登空港就航路線確保対策費負担 ７０，０００ 航空会社に対する搭乗率保証を行うための運航安定新
金 化基金（仮称）の造成支援
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事 業 名 金 額(千円) 説 明

４ 情報化の推進

・ いしかわマルチメディアスーパーハ ２０８，４３６ 行政情報サービスのための県内における大容量高速
イウェイ（ＩＭＳ）推進事業費 専用幹線の運用（幹線容量：１８ ）Mb/s

・ＩＭＳの継続的運用
・輪島アクセスポイント移設(１５年５月)

・ 総合行政ネットワーク整備費 ６５，９１２ 地方公共団体相互のネットワークを整備し、国の霞
が関ＷＡＮと接続
地方公共団体と国の行政機関相互の情報交換の円
滑化、情報共有の高度化

・ 移動通信用鉄塔整備費補助金 ４６，３８２ 携帯電話不感地帯解消のための簡易鉄塔整備に対す
る助成
整備対象地域 津幡町、富来町

・ 施設利用予約システム事業費 ８，８４６ インターネットによるスポーツ施設等の予約システ
ムの拡充（文教会館、社会教育センター能登分室）
・運営

・ 申請・届出等手続きオンラインシス １７５，０００ 県民・企業の利便性向上を図るため、申請・届出等
テム開発費 の行政手続きオンラインシステムを開発

・ 電子行政サービス利便性向上実験事 ３，３５９ 利用しやすい電子申請窓口の整備に向けた実験など
業費

・ ｅ－スタイルいしかわ開催費補助金 ８，０００ 県内ＩＴ関連企業向けに最先端の情報機器を紹介・
展示するイベントに対する助成

・ 電脳ライフ北陸 開催費補助金 ２７，０００ 県民向けにＩＴ関連サービスの紹介やパソコンセミ2003
ナーを開催するイベントに対する助成

・ 行政情報化推進費 ２４５，５６６ 県庁舎、奥能登情報センターの情報通信基盤の運営
業務情報共有システム(ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ)の運営
テレビ会議システムの運営

・ いしかわ情報展（仮称）－バーチ １０，０００ 県庁跡地を活用して、１６年度に開催を予定するイ新
ャルリアリティの世界－開催準備 ベントの展示設計の実施
費

・ 緊急雇用創出特別対策費 ３３，３８４ 緊急雇用創出特別交付金を活用し、県民のＩＴ活用
（ＩＴ基礎技能向上支援事業費） 能力の向上を支援

高齢者向けＩＴ講習会の開催
地域ＩＴリーダーの養成
ＩＴサポートの実施

５ 地域活性化の推進

・ 新長期構想フォローアップ推進費 １，５００ 各施策等の進捗状況の把握と課題整理

・ 小松駅周辺文化施設整備費 １，２９７，３９５ 小松駅周辺文化施設の建設費等
鉄筋・鉄骨コンクリート造 地上４階､地下１階
施設内容：多目的ホール､小ホール､ｺﾝｸﾞﾚｽｾﾝﾀｰ等

・ 松任駅周辺文化交流館構想調査費補 １，０００ 松任駅文化ゾーンの振興と交流人口増大を図るため
助金 の交流拠点施設整備に向けた基本構想策定に対する

助成

・ 珠洲りふれっしゅ村鉢ヶ崎野外施設 １２，３６８ 「第９回日本アグーナリー大会」開催にかかる施設
等整備費補助金 ・設備の整備に対する助成
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事 業 名 金 額(千円) 説 明

・ あそびワールド夏開催費補助金 ４，０００ 子どもたちの情操を育むために 「遊び」を一堂に、
集めた体験型コミュニケーションイベントに対する
助成

６ 地域交通の維持・活性化

・ 人にやさしい駅・バス停整備事業費 ４，５００ 民間事業者が行う鉄道駅・バス停のバリアフリー化
補助金 等の設備整備事業に対する助成

・ バス利用促進等総合対策事業費補助 ３８，２５４ 「金沢オムニバスタウン計画」に基づき北陸鉄道が
金 実施するＩＣカードによる運賃支払システムや低床

バスの導入等に対する助成

・ のと鉄道利用促進対策費補助金 １１４，６０２ のと鉄道が実施する通勤・通学定期利用者及び６５
歳以上の利用者の運賃割引に対する助成

・ のと鉄道活性化支援事業費補助金 ５，２５０ のと鉄道利用促進協議会が実施する、旅行エージェ新
ントとのタイアップによる団体誘客事業や地域と連
携した各種利用促進策に対する助成

・ のと鉄道経営診断フォローアップ ５，０００ 経営診断結果を踏まえた、のと鉄道の経営問題や今新
事業費 後のあり方等についての検討

・ のと鉄道短期資金貸付金 ２００，０００ のと鉄道の当面の資金繰りに対する支援新

・ のと鉄道バス転換激変緩和対策事業 １９，７９０ のと鉄道穴水・輪島間廃止後、同区間を運行する能
費補助金 登中央バスの利用者の負担増を緩和するために、の

と鉄道並みの運賃で利用できるよう助成

・ 生活バス路線維持対策費補助金 ２４９，５０１ 生活バス路線の運行維持に対する助成

・ 離島航路維持対策費補助金 ２７，０９１ へぐら航路の運航維持に対する助成
国５５％、県３６％、輪島市９％

７ 都心地区整備の推進

・ いしかわ文化・情報の総合センタ １４，０００ 「いしかわ文化・情報の総合センター（仮称 」の新 ）
ー(仮称)基本構想策定費 基本構想策定に向けた検討、調査

・ 旧県庁舎解体整備費 ４０１，７８７ 旧県庁舎建物（東庁舎、教育庁舎及び議事堂）の解臨
体撤去

・ 埋蔵文化財発掘調査費 ５２，９００ 東庁舎、教育庁舎解体跡地において、金沢城関連の臨
遺構等の範囲等を把握するため、埋蔵文化財発掘調
査を実施

・ 旧県庁舎駐車場整備費 ３９，２３２ 暫定利用の施設利用者等の便宜を図るため、議事堂臨
解体跡地に駐車スペースを整備

・ 旧県庁舎暫定利用改修費 ４６，６７６ 旧県庁舎建物（新館）の暫定利用に向けた改修臨
新館：生涯学習ｾﾝﾀｰ、若者しごと情報館(仮称)、

いしかわ などｼﾃｨｶﾚｯｼﾞ(仮称)、金沢教育事務所
議員会館： 活動支援ｾﾝﾀｰ､県民 、NPO エコステーション

サポートサブセンターなど金沢城研究調査室､少年

・ 広坂車庫等解体整備費 ４５，９９４ 観光の周遊性を確保するために、観光バス用駐車ス臨
ペース確保に向けて、旧県警広坂車庫等を解体撤去
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事 業 名 金 額(千円) 説 明

８ 学術・研究交流拠点の形成推進

・ 寄附講座設置費 ２０，０００ 県内の高等教育機関に、県の重要な施策を推進する新
分野の寄附講座を設置し、世界最高水準の教育研究
拠点(ＣＯＥ)の形成と地域の諸課題の解決を目指
す。

・ いしかわシティカレッジ事業費 ２４，０００ 県庁跡地を拠点とした「シティカレッジ講座」の実新
施など、地域と高等教育機関の連携充実とともに県
庁跡地に新たな「知的賑わい」を創出する。

・ いしかわシティカレッジ(仮称) １９，０００ 県庁跡地（旧県庁新館）に 「いしかわ大学連携促新 、
管理運営費補助金 進協議会」事務室、大学の公開講座用教室などシテ

ィカレッジ事業の実施のための施設・設備の管理運
営費

・ いしかわ学びのフォーラム開催費 ３，０００ 県内の高等教育機関の魅力を発信し、県内高校生の
進学意欲を高める。

・ いしかわ大学連携促進協議会負担金 ３，１００ 高い集積を誇る本県の高等教育機関の機能を活用
し、相互の連携・協力により魅力向上を図る。

・ いしかわ国際協力研究機構事業費補 １７，８００ 国連大学との連携により、地域の個性を活かした国
助金 際協力と国際貢献の方策調査・研究活動の助成

９ エネルギー対策の推進

・ 志賀原電立地対策費 ３，４２２，６３０ 原電施設周辺地域整備、電気料金の軽減及び温排水
等対策など

・ 珠洲原電立地対策費 ９４，１７３ 珠洲市が行う各種広報活動に対する助成、周辺市町
村等研修会の開催など

・ ＬＰガス貯蔵施設立地対策交付金 ８４，２１０ ＬＰガス国家備蓄基地立地に伴い 七尾市が行う 緑、 「
と子供の広場」等に助成

統計調査・資料の充実10

・ 住宅・土地統計調査費 ５８，８２５ 調査日：平成 年 月 日15 10 1
対 象：県内約 世帯(標本調査)31,000

・ 年漁業センサス費 １７，６５７ 調査日：平成 年 月 日2003 15 11 1
対 象：県内漁業経営体約 、漁業従事者世帯2,700

約 (全数調査)1,200
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